
 
 

（京都市プレスリリース）                   平成２７年 5 月 26 日 
   

保健福祉局子育て支援部   
児童家庭課・保育課   

   
保育所等及び学童クラブ事業における待機児童の状況について 

～０歳から小学校卒業までの待機児童ゼロを達成～ 

 
「京都で子育てをしたい」。そう思っていただけるまちの実現のため，京都市では，子育

て支援施策の充実・強化を市政の最重要課題の一つに位置付け，取組を進めてきました。 
まず，小学校入学前児童については，関西の政令市で初めて保育所待機児童ゼロを達成

した昨年４月における過去最大の５５５人分の更に２倍に当たる１，１１２人分の児童受

入枠を確保するとともに，幼稚園の放課後等預かり保育の充実により，当初から幼稚園へ

の入園を希望された方のうち５００人を超える新入園児が，保護者の就労により預かり保

育を利用するなど，民間保育園，私立幼稚園，小規模保育事業者等の御協力により，２年

連続の保育所等待機児童ゼロを達成しました。 

また，学童クラブ事業についても，子ども・子育て支援新制度の下，対象を小学校６年

生まで拡大するとともに，新たに職員配置，面積等に関する基準を定め，事業の更なる充

実に取り組み，平成２４年度以降，４年連続となる待機児童ゼロを達成しました。 
今後とも，人口減少社会に対する様々な挑戦をオール京都の力を結集し，「子育て環境  

日本一・京都」の実現に向け，全力で取り組みます。 
 
１ 保育所等利用児童，待機児童の状況について 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

～平成２７年４月に向けた取組～
＜新規＞ 

 保育所等児童受入枠を１，１１２人分拡大（平成２６年４月⇒平成２７年４月） 
 これは，過去最大だった昨年４月の５５５人の２倍に当たる実績です。 
・民間保育所：１８箇所（新設６，増改築等１１，分園設置１） 
・小規模保育事業：２２箇所（新設６，昼間里親改修等６， 
        認可外保育施設からの事業認可６，事業所内保育事業の認可４） 

 幼稚園における多様な保育ニーズに応えるための放課後等預かり保育の充実 

・私立幼稚園における放課後等預かり保育を本市独自負担により更に充実 
・市立幼稚園全園で，午後６時までの放課後等預かり保育を実施 

 保育利用者負担（保育料）の軽減 

・２人目の保育料を本来額の１/２以下となるように設定 

・さらに，同時入所を要件としない第３子以降の保育料無料化 

の実施により，多子世帯への軽減策を充実 

＜継続・充実＞ 

 国基準を上回る本市独自の保育士配置基準と，保育士の給与改善 

 福祉事務所における市民のニーズに即した情報提供ときめ細かな入所相談・調整 

計４０箇所 

１,１１２人増 

保育料総額を国基準の
６４％に軽減 
（昨年度までの７割 
から，更に軽減） 

 平成２７年４月１日現在において， 

・ 保育所・認定こども園利用児童は過去最高の２９，００２人，小学校入学前児童

６５，７７９人に占める割合も過去最高の４４．１％（政令指定都市平均３１．６％

（平成２６年４月）の１．４倍）となり， 

・ 小規模保育事業等の利用児童７４９人を含めると，合計２９，７５１人の児童が保

育を利用し，小学校入学前児童に占める割合は４５．２％に達し，２年連続で保育所

等待機児童ゼロを達成しました。 

 保育所等は２年連続 

学童クラブ事業は４年連続 
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⑴ 保育所（認定こども園を含む。）利用児童，待機児童の推移（４月１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【保育所（認定こども園を含む。）利用児童，待機児童の推移の詳細】  （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 平成２０年度以降の取組 

平成２０年度以降の７年間に，延べ１０３箇所の施設整備等を実施した結果，

保育所（認定こども園を含む。）利用児童は３，４３０人増加（２５，５７２人

→２９，００２人），小学校入学前児童に占める割合は７．１ポイント増加しました    

（３７．０％→４４．１％）。 

 

  ○ 民間保育所整備 

新設 増改築等 分園設置 計 

１８ ３５ １４ ６７箇所

 

  ○ 昼間里親，小規模保育事業の設置促進 

昼間里親 小規模保育事業等設置 

計 新設・ 

改修等 
新設 

認可外保育

施設等から

の事業認可

事業所内

保育事業

の認可 

１４ １２ ６ ４ ３６箇所

 

２年連続 

待機児童ゼロ

計１０３箇所 

年度（４月１日時点） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 20年度→27年度

小 学 校 入 学 前 児 童 数 ① 69,049 68,536 67,929 67,725 67,738 66,791 66,322 65,779 △ 3,270

保 育 所 利 用 申 込 児 童 数 26,532 27,148 27,677 28,317 29,138 29,398 29,799 30,346 +3,814

保 育 所 利 用 児 童 数 ② 25,572 25,911 26,613 27,464 28,087 28 ,378 28,868 29,002 +3,430

小学校入学前児童数に占める割合 ②／① 37.0% 37 .8% 39.2% 40 .6% 41.5% 42.5% 43.5% 44.1% ＋7.1ポイント

待 機 児 童 数 99 180 236 118 122 94 0 0

※ 平 成 ２ ７ 年 度 の 「 保 育 所 利 用 申 込 児 童 数 」 は ， 小 規 模 保 育 事 業 等 へ の 申 込 み を 含 む 。

H20→H27 

3,430 人増加 



 
 

⑶ 今後の取組 

本市における市民の保育ニーズは依然として高い状況にあり，今後も増加することが

見込まれます。 

平成２８年度に向けては，質・量ともに全国トップクラスの子育て環境を更に充実す

るため，民間保育所の新設・増改築，小規模保育事業の設置促進により，現時点では，

６２３人分の児童受入枠を拡大するなど，待機児童ゼロを維持するための取組を引き

続き強力に進めていきます。 

○ 保育所新設   ４箇所（３３０人増） 

        （５月市会で提案中の２箇所を含む。） 

○ 保育所増改築等 ９箇所（２５０人増） 

        （５月市会で提案中の２箇所を含む。） 

○ 小規模保育事業 ３箇所（４３人増） 

        （５月市会で提案中の１箇所を含む。） 

 

⑷ 参考 

ア 保育所等の利用状況等（平成２６年度と平成２７年度の比較） 

（単位：人）

H26.4.1 増減

30,153      ＋193

(注１) 451          △ 317

29,702      ＋510

29,327      ＋382

28,868      ＋134

459          ＋248

(注２) 16           ＋26

(注３) 359          ＋102

待機児童数　(③－④－⑤－⑥) (注４) 0 -          

707           

42            

保育所等利用申込児童数　①

保育要件非該当数　②

保育認定児童数　③＝①－②

保育所等利用児童数　④

保育所・認定こども園

幼稚園預かり保育利用児童数　⑤

小規模保育事業等（昼間里親含む。）

H27.4.1

30,346       

134           

29,709       

29,002       

30,212       

区分

461           

0

保育所等利用辞退等　⑥

 

注１ 「保育要件非該当数」とは，育児休業中，労働時間が月６４時間未満，保護者

が自宅内で求職中など，保育要件に該当しない児童数をいいます。 

注２ 「幼稚園預かり保育利用児童数」とは，保育所等に申し込まれた児童で，調整

の結果，幼稚園の放課後等預かり保育を利用されている児童数です。 

   なお，保育所等への申込みを行わずに当初から幼稚園を希望し，本年４月に新

たに幼稚園に入園した児童で，就労等を理由に放課後等預かり保育を利用されて

いる方は，少なくとも５００人を超えています。 

注３ 「保育所等利用辞退等」とは，内定した保育所等が第１希望ではないといった

理由により辞退した児童や，他に利用可能な保育所等があるにもかかわらず，特

定の保育所等を希望し，内定した保育所等を利用しない児童数です。 

注４ 自宅から２０～３０分未満で登園が可能であり，開所時間が保護者の需要に応

える保育所等で，利用可能なものがある場合は，国の定義により「待機児童」に

算入しないこととされています。 

 

計１６箇所 

６２３人増 



 
 

イ 本市独自の保育士の配置基準及び給与改善 

本市では，市独自負担により約４２億円（平成２７年度当初予算）の民間保育所へ

の運営補助金を確保し，民間保育所の保育士を国基準より手厚く配置するとともに，

保育士の給与の改善を図ることにより，全国でトップクラスの給与水準を確保して

います。 

これにより，安定的な保育士の確保と保育の質の向上を図り，質・量ともに全国ト

ップクラスの子育て環境を実現しています。 

【保育士配置基準】               

    

本市の配置基準 国の配置基準

０歳児 ３人につき保育士１人 同左

１歳児 ５人につき保育士１人 ６人につき保育士１人

２歳児 ６人につき保育士１人 同左

３歳児 １５人につき保育士１人 ２０人につき保育士１人

４歳児 ２０人につき保育士１人 ３０人につき保育士１人

５歳児 ２５人につき保育士１人 ３０人につき保育士１人
 

 

【保育士の平均年収】 

 

平均年収

京都市（平成25年度時点） ４２６万円

全　国（平成26年度時点） ３０９万円

約１．４倍

 



 
 

２ 学童クラブ事業利用児童の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑴ 学童クラブ事業登録児童数，待機児童数の推移（４月１日時点） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
【学童クラブ事業登録児童数，待機児童数の推移】 
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～平成２７年４月に向けた取組～ 

＜新規＞ 

 対象学年の拡大 

対象学年を従来の小学校１年生から３年生（障害のある児童は４年生）までから，

小学校６年生までに拡大（小学校４年生から小学校６年生の登録数は１，３０４人増）

 新たな基準による設備・運営の充実 

①利用児童数おおむね４０人のクラス編成及びクラスごとに２名の職員を配置 

・１６８箇所において２８６クラスを編成（昨年度は１６７箇所でクラス分けをせずに実施）

・クラス編成を行うため，新たに９１人の職員を配置（５０８人→５９９人） 

②児童１人当たりおおむね１．６５㎡以上の面積を確保 

・小学校の余裕教室や地域の集会所の活用等により新たな実施場所を７箇所確保

 職員の給与改善 

・児童館・学童保育所職員の給与を平均３．９％増額改定 

 障害のある児童の受入れ体制の充実 

・介助者の派遣回数の増及び謝金単価の改定 

４年連続 

待機児童ゼロ

・ 平成２７年４月１日現在の学童クラブ事業登録児童数は，１，８０９人増加し，

前年度比１８．４％増の１１，６２８人となり， 
・ 子ども・子育て支援新制度の下，事業の更なる充実と利用児童の処遇向上を図る中

で，平成２７年４月においても，４年連続で待機児童ゼロを達成しました。 

（単位：人）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

学童クラブ事業
登録児童数

8,307 8,287 8,303 8,612 8,889 9,239 9,819 11,628

待機児童数 71 57 49 16 0 0 0 0

※各年度４月１日時点の児童館，学童保育所，放課後ほっと広場，地域学童クラブの登録児童数合計

H25→H26  1,580 人増加

H26→H27  1,809 人増加

（昨年度の増加数の約３倍）



 
 

⑵ 学童クラブ事業の利用状況（平成２６年度と平成２７年度の比較） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 今後の取組 

○ 共働き家庭の増加に伴い，市民の学童クラブ事業に対するニーズは年々増加傾向

にあり，今後も増加することが見込まれます。 
平成２８年度に向けては，利用児童数や昼間留守家庭児童数の動向を見極めなが

ら，引き続き必要に応じてクラス編成を行い，職員を配置するとともに，新たな実

施場所を確保するなど，待機児童ゼロを継続するための取組を進めていきます。 
○ 新たに多くの職員を配置したことから，職員研修の充実を図るとともに，児童の

年齢に応じた支援が行えるよう，児童館・学童クラブ事業のガイドラインである「京

都市児童館活動指針」の改定を行い，事業の質の確保と利用児童の処遇の向上に取

り組みます。 
○ さらに，子ども・子育て支援新制度の下での学童クラブ事業の実施状況や課題に

ついて，児童館等関係者や学識経験者とともに点検・検討を行い，事業の更なる充

実に努めてまいります。 
 
⑷ 参考 

ア 平成２７年度予算について 

新たな設備・運営基準に基づく職員配置及び職員給与改善等，事業充実のため，

約５．９億円の増額予算を計上し，児童館・学童クラブ事業全体で総額約３５．７

億円の予算を確保している。 

イ 職員配置について 

既存職員５０８人に加え，新たに９１人を採用し，総数５９９人の職員を配置す

ることで２８６クラスを編成した。 

ウ 平成２７年度における職員の給与改善について 

【児童館・学童保育所職員の給与改定】   

 

 

 

 

 

平成26年4月1日
登録児童数

平成27年4月1日
登録児童数

増減

1年生 3,853               4,044               ＋191

2年生 3,327               3,558               ＋231

3年生 2,588               2,671               ＋83

1～3年生小計 9,768            10,273          ＋505

4年生 51                   1,106               ＋1,055

5年生 -                     184                  ＋184

6年生 -                     65                   ＋65

4～6年生小計 51                   1 ,355               ＋1,304

合計 9,819               11 ,628              ＋1,809

待機児童数 0 0 -                     

平均年収

改定後 ３２６万円

改定前 ３１４万円

３．９％増



 
 

 

※ 当発表については，5月 20 日付で，京都市政記者クラブでも配布しています。 

＜連絡先＞ 

○ 保育所等の待機児童に関すること 

  保育課担当課長 長谷川 秀司，待機児童対策係長 橋本 一 

  電話 ０７５－２５１－２３９０ 

○ 学童クラブ事業の待機児童に関すること 

  児童家庭課担当課長 河原 昌秀，健全育成係長 浅堀 裕之 

  電話 ０７５－２５１－２３８０ 


